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令和 8年度御杖村後期高齢者医療特別会計予算 

 

 令和 8 年度御杖村の後期高齢者医療特別会計予算は、次に定めるところによ

る。 

 

 （歳入歳出予算） 

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 58,220千円と定める。 

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

 

 

  令和 8年 3月 4日  提 出 

御杖村長  伊 藤 収 宜   



5 28,400

5 後期高齢者医療保険料 28,400

40 1

10 手数料 1

65 27,245

5 他会計繰入金 27,245

70 50

5 繰越金 50

75 2,524

10 償還金及び還付加算金 210

15 雑入 2,314

58,220
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後期高齢者医療保険料

使用料及手数料

繰入金

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項



10 7,599

5 総務管理費 7,463

10 徴収費 136

15 48,479

5 後期高齢者医療広域連合納付金 48,479

20 1,832

5 健康保持増進事業費 1,832

60 210

25 償還金及び還付加算金 210

90 100

5 予備費 100

58,220
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後期高齢者医療広域連合納付金

保健事業費

諸支出金

予備費

歳　　出　　合　　計

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

総務費
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１　総　　括

（歳　　入）

5 後期高齢者医療保険料 28,400 25,952 2,448

40 使用料及手数料 1 3 △2

65 繰入金 27,245 25,064 2,181

70 繰越金 50 50 0

75 諸収入 2,524 3,776 △1,252

国庫支出金 0 931 △931

58,220 55,776 2,444歳　　入　　合　　計
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歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円



（歳　　出）

10 総務費 7,599 8,584 △985

15 後期高齢者医療広域連合納付金 48,479 44,661 3,818

20 保健事業費 1,832 2,221 △389

60 諸支出金 210 210 0

90 予備費 100 100 0

58,220 55,776 2,444歳　　出　　合　　計
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款 比　　　　較

 千円

本年度予算額

 千円

前年度予算額

 千円



国県支出金 地　方　債 そ　の　他

612 6,987

48,479

1,703 129

210 0

100

0 0 2,525 55,695
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特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源
一　般　財　源

 千円  千円  千円  千円

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳



後期高齢者医療特別会計
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50 50 0計

5 50 50 0繰越金

　５項　繰越金 50千円

７０款　繰越金 50千円

27,245 25,064 2,181計

5 27,245 25,064 2,181一般会計繰入金

　５項　他会計繰入金 27,245千円

６５款　繰入金 27,245千円

1 3 △2計

5 1 3 △2督促手数料

１０項　手数料 1千円

４０款　使用料及手数料 1千円

28,400 25,952 2,448計

10 6,984 6,351 633普通徴収保険料

5 21,416 19,601 1,815特別徴収保険料

本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円

28,400千円

28,400千円

 千円

　５款　後期高齢者医療保険料

　５項　後期高齢者医療保険料

２　　歳    入

目
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後期高齢者医療特別会計

前年度繰越金 505 前年度繰越金 50

繰入金

保険基盤安定 15,35010 保険基盤安定繰入金 15,350

事務費繰入金 11,8955 事務費繰入金 11,895

督促手数料 15 督促手数料 1

滞納繰越分 1010 滞納繰越分普通徴収保険料 10

現年度分 6,9745 現年度分普通徴収保険料 6,974

現年度分 21,4165 現年度分特別徴収保険料 21,416

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明
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後期高齢者医療特別会計

計 0 931 △931

0 931 △931子ども・子育て支援事業費補助金

　　項　補助金 0千円

　　款　国庫支出金 0千円

2,314 3,566 △1,252計

5 2,314 3,566 △1,252雑入

１５項　雑入 2,314千円

７５款　諸収入 2,524千円

210 210 0計

10 10 10 0還付加算金

5 200 200 0保険料還付金

 千円  千円

2,524千円

210千円

 千円

７５款　諸収入

１０項　償還金及び還付加算金

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較
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後期高齢者医療特別会計

（廃目）

金

保健事業委託 2,3145 保健事業委託金 2,314

還付加算金 105 還付加算金 10

保険料還付金 2005 保険料還付金 200

説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
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後期高齢者医療特別会計

00 48,4793,81848,479 44,661計 0

合納付金

医療広域連

48,479

１５款　後期高齢者医療広域連合納付金

44,6615 後期高齢者 48,479 3,818

48,479千円

48,479千円　５項　後期高齢者医療広域連合納付金

00 1360136 136計 0

136

１０款　総務費

1365 徴収費 136 0

7,599千円

136千円１０項　徴収費

6120 6,851△9857,463 8,448計 0

611

諸収入

1

数料

使用料及手

612 6,8518,4485 一般管理費 7,463 △985

１０款　総務費

　５項　総務管理費 7,463千円

7,599千円

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源前年度予算額

地方債

比　　　較

 千円 千円  千円  千円

目 本年度予算額

３　　歳    出

 千円  千円  千円
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後期高齢者医療特別会計

び交付金
　後期高齢者医療広域連合負担金 48,479

48,479負担金補助及18 48,479負担金

　郵送料 136
136役務費11 136通信運搬費

び交付金

295負担金補助及18 295一般職員退職手当負担金

　郵送料 368
368役務費11 368通信運搬費

　消耗品 54
54需用費10 54消耗品費

1,105共済費4 1,105一般職員共済負担金

710一般職員勤勉手当
844一般職員期末手当
230一般職員時間外勤務手当
24一般職員通勤手当

148地域手当1,956職員手当等3

3,685一般職員給3,685給料2

節

 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円
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後期高齢者医療特別会計

2100 00210 210計 0

10

諸収入

101010 還付加算金 10 0

200

諸収入金

６０款　諸支出金

2005 保険料還付 200 0 200

210千円

210千円２５項　償還金及び還付加算金

1,7030 129△3891,832 2,221計 0

1,703

諸収入

1,703 1292,2215 健康診査費 1,832 △389

２０款　保健事業費

　５項　健康保持増進事業費 1,832千円

1,832千円

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源前年度予算額

地方債

比　　　較

 千円 千円  千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円  千円
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後期高齢者医療特別会計

び割引料

10還付加算金10償還金利子及22

び割引料
　保険料還付金 200

200償還金利子及22 200償還金（その他償還金）

借料
　栄養･健康教室複写機使用料 1

1機械器具等使用借上料1使用料及び賃13

　栄養･健康教室 27
　後期高齢者医療健康診査 1,495

1,522委託料12 1,522その他委託料

　健康診査支払手数料 110
110各種手数料

　栄養･健康教室郵送料 15
　個別健診勧奨郵送料 42
　健康診査関係郵送料 76

243役務費11 133通信運搬費

　受診勧奨ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ 11
　結果説明ﾘｰﾌﾚｯﾄ 16

27印刷製本費27需用費10

　栄養･健康教室旅費 2
2パートタイム会計年度任用職員費用弁償2旅費8

　栄養･健康教室報酬 37
37パートタイム会計年度任用職員報酬37報酬1

節

 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円
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後期高齢者医療特別会計

1000100 100計 0 00

1001005 予備費 100 0

９０款　予備費

　５項　予備費 100千円

100千円

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源前年度予算額

地方債

比　　　較

 千円 千円  千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円  千円
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後期高齢者医療特別会計

100予備費100予備費30

節

 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円



１．一　般　職
(1)総括

給 与

比　較

扶養手当

期末手当

比　較

138

区　分

68

宿日直手当

本年度

△ 47

前年度

給 与 費

84 3,360

325

148
70

(2)
1

(3)
1

勤勉手当

区 分

△ 138 78 △ 288

職員手当
の内訳

83

区　分

本年度

前年度

776

前年度

比　較
(△1)

2,494

本年度

627

37 3,685 2,251

△ 243

住居手当

288

地域手当

844 710

区 分
職員数
（人） 報酬 給料 職員手当
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（単位：千円）
費

（単位：千円）

206
24

269

退職手当負担金

5,938 1,069 7,007

71

26

295

△ 96

管理職特別
勤務手当

特殊勤務手当

120

通勤手当

24

35 36

5,973 1,105

明 細 書

共済費 合　　計 備　　考
計

時間外勤務 手当

230

7,078

管理職手当
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ア　会計年度任用職員以外の職員
給 与

イ　会計年度任用職員
給 与

※職員数欄の（）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める
　要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員（外書き）

比　較

前年度

本年度

区　分 宿日直手当 期末手当 勤勉手当

比　較

前年度

職員手当
の内訳

本年度

区 分 区　分 扶養手当 地域手当 住居手当

△ 47
比　較

(△1)
84

前年度
(3)

37
本年度

(2)

区 分
職員数
（人） 報酬 給料 職員手当

比　較 68 83

前年度 776 627

本年度 844 710

区　分 宿日直手当 期末手当 勤勉手当

比　較 △ 138 78 △ 288

前年度 138 70 288

職員手当
の内訳

本年度 148

区 分 区　分 扶養手当 地域手当 住居手当

325 △ 243
比　較

1 3,360 2,494
前年度

1 3,685 2,251
本年度

区 分
職員数
（人） 報酬 給料 職員手当
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（単位：千円）
費

（単位：千円）

（単位：千円）
費

職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を

（単位：千円）

管理職特別
勤務手当

退職手当負担金

特殊勤務手当 管理職手当 時間外勤務 手当通勤手当

△ 47 △ 47

8484

37 37

計
共済費 合　　計 備　　考

26
269
295

24

管理職特別
勤務手当

退職手当負担金

△ 96

230
120 206

特殊勤務手当 管理職手当 時間外勤務 手当

24

通勤手当

82 36 118

6,9235,854 1,069

5,936 1,105 7,041

共済費 合　　計 備　　考
計
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細

給与改定に伴う増減分

昇級に伴う増加分

その他の増減分

給与改定に伴う増減分

昇級に伴う増加分

その他の増減分

(3)給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

イ　初　任　給

　

区　分

給　料

増減額（千円）

325

△ 243職員手当

令和８年４月１日現在

令和７年４月１日現在

区　　　　　分 一　般　行　政　職　（円）

区　　　　　　　　　　　　　　　　分

高　　校　　卒 200,300

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

△ 460

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

大　　学　　卒

147

78

139

232,000

126

52

増減事由別内訳（千円）
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職員の異動等によるもの

職員の異動等によるもの

一　般　行　政　職

305,900

35.0

320,136

37.0

272,200

274,200

国　の　制　度

一　般　行　政　職　（円）

200,300

232,000

説　　　　　　明 備　　　　　　考
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ウ　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

令和８年４月１日現在

令和７年４月１日現在

区　　分

一般行政職
定型的な業
務を行う主
事補の職

特に高度の
知識又は経
験を必要と
する業務を
行う主事の
職務

主任の職務

1 100.0

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

２級

５級

１級

４級

課長補佐又
は困難な業
務を処理す
る主任の職
務

３級 1 100.0

課長又は主
幹の職務

計

５級

計 1 100.0

４級

３級 1 100.0

２級

職員数（人）

１級

級 構成比（％）
区　　　　　分

一　般　行　政　職
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エ　昇級

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（%）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（%）

オ　期末手当・勤勉手当

1

1

100.0

2.325

合　　計

100.0 100.0

1 1職 員 数

2.3 4.6

12月(月分) (月分)6月(月分)

1

2.325 4.652.325
有

昇級に係る職員数

1

2.325 4.65

国の制度

有

代表的な職種

一般行政職

1

1

1

(B)/(A)

昇級に係る職員数 （Ｂ)

1

有

職制上の段階職務の
級等による加算措置

1

1

100.0

３号給

前 年 度
2.3

支給率計支給期別支給率
区　　分

４号給

比　　率

１号給

号給数別内訳

区　　　　　分

（Ａ)

４号給

２号給

（Ｂ)

１号給

職 員 数

号給数別内訳

本 年 度

前
年
度

（Ａ)

２号給

３号給

(B)/(A)比　　率

本
年
度
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　地域手当

（％）

（人）

（％）

ク　特殊勤務手当

（％）

（％）

ケ　その他の手当

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

国の指定基準に基づく支給率

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支 給 対 象 職 員 の 比 率

通 勤 手 当 同

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

－

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 －

区　　　　　　　　　　　分 国の制度との差異 差異の内容

4.0

区　　　　　　　　　　　分 全　職　種

－

区　分
20年勤続

の者(月分)
25年勤続

の者(月分)
35年勤続
の者(月分)

最高限度
(月数)

そ　の　他
加算措置等

47.70900

備　考

国の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.70900 47.70900

定年前早期退職
特例措置
(3%～45%加算)

支給率等 24.586875 33.27075 47.70900

定年前早期退職
特例措置
(3%～45%加算)

支 給 対 象 地 域 村　全　域

4.0

1
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